３月議会一般質問　　　　　　　　　　　　　　　　伊藤　秀昭   （03/08　22：00）
3.100周年を期に「新たなる530運動」の展開について

（1）「容器包装リサイクル法」改正の動きと本市のごみ減量への取り組みの総括について

　今週中にも「容器包装リサイクル法改正案」が国会に提出され、成立することは間違いなく、来年4月施行となります。
　今回の改正案には、市町村が質の高い分別収集をしてリサイクル費用を節約すると、節約分をメーカーなどの事業者と折半する仕組みや、レジ袋など無料配布されている容器包装の発生抑制も盛り込まれました。課題であった「リサイクル貧乏」すなわち集めれば、集めるほど財政負担がかさむ宿命は転換されませんでした。
　質の高い分別収集をどう展開するか。答弁にあった「燃やすごみの分別状況」では分別区分のとおりだされたごみは70％であり、資源ごみが27％混入されている。「こわすごみ」は65％、「うめるごみ」は75％という実態であります。「分別精度をいかに高めるか」であります。

　そうした中で、もやすごみのなかの「資源ごみ」であります。これは毎朝ステーションに持参する時に気がつくのですが、やはり新聞紙や紙類が混入しているということです。資源回収団体や、大型店舗でのリサイクルステーションでの回収や、リサイクルヤードも設置して対策しておられますが、こと新聞紙ということになれば、市内では新聞古紙の新聞販売店の回収も始まっています。

3-(1)-①
　しかし、これはある新聞に限っています。そこで提案ですが、行政がリーダーシップをとって中日、朝日、毎日、読売、日経、郷土紙、そして聖教、公明、赤旗などなどの新聞販売店に組合を作ってもらって、全新聞紙を拡大生産者責任でこまめに回収していただいたらどうか。当然に有価物ですから、採算はあうのではないでしょうか。ご所見をお伺いいたします。

そんなことしたら資源回収団体はごみゼロへの市民参加なのに、また小中学生の労働体験になっているのにと指摘されるかもしれませんが、その市民のエネルギーをもっと分別精度の向上などに向かっていただければいいわけです。
小田原市では、平成12年度の燃やせるごみの排出量を基準に平成18年度までに10％削減することを目標に掲げ、ごみの減量化、資源化の推進に努めています。昨年の4月からは、家庭ごみの分別を徹底するため、メモ紙やレシートなど小さな紙類も「その他紙」として回収し、資源化を進めています。また家庭ごみだけでなく、事業系のごみの減量化、資源化も強化する必要があることから、この4月から、事業者が排出する紙類（段ボール・雑誌・再生紙等）の小田原市清掃工場への搬入を原則禁止としています。1月までの実績では、「燃せるごみ」が前年度と比較し約5％の減量を達成しており、紙･布類の資源化量が約11％増加しています。資源回収のなかに「その他紙」を加えること、事業所系紙類は資源化センターで受け付けない。ここらの取り組みはいかがでしょうか。
　また、プラスチックごみのうちマヨネーズやケチャップなどがついているプラ容器は「もやすごみ」になっていますが、「容リ法」改正もあって分別・洗浄・汚れの除去などを一層徹底する必要があります。その動きの中で、プラ容器の分別精度も高めればどうでしょうか。

　また、大型ごみは資源化センターに持ち込めば、無料であります。当然ですが、周辺からの持込み、事業系廃棄物が持ち込まれていることは予想されます。事業所系ごみの手数料値上げをされますが、ここらの見直しも必要ではありませんか。

（2）次世代型焼却炉運用の総括と第三号炉更新の考え方について
　平成14年から稼動を始めた次世代型焼却炉も、来年度は5年目を迎えようとしています。システムであり、機械でありますから、様々な問題点はつきまといますが、それでも、市民との信頼の確保が定着し、安心を与えているところまできていることは、約3年間の次世代型焼却炉導入論議を経てきた議員としては感慨ひとしおでもあります。

　さて、来年度末では5年目を迎えます。あの焼却炉論議を経て、最終的に三井造船の回転キルン型高温燃焼ガス化溶融炉に決まり、契約に当たっては担保が付加されました。いわゆる「確認事項覚書」であります。
　そこでは運転管理経費は5％の変動は測定誤差の範囲内として焼却施設や再利用施設の運転管理経費が細かく取り決めてあります。また、装置停止時の対応についても三井造船の責任において、そのごみを処理するとなっています。温室団地への蒸気供給についてもしかりです。
3-(2)-②

　それらの担保期間が来年３月31日で以って5年目の区切りを迎えるわけであります。そうするとこの一年間、どのような姿勢で三井造船と協議していくのかお伺いします。

　焼却炉論議のとき「まぜ次世代型」という論議と併せ議論されたのは「なぜ3台で400ｔから550ｔに増大するのか」という論議でした。その議論は、当然ですが「市民総ぐるみのごみ減量」に向かいました。

埋立て処理場が行き詰った時、その議論は「埋立て処理場がいらない」廃棄物行政でした。

昨年3月の予算委員会で豊橋のリサイクル率、分別実態は東海三県の平均率を下回っていて、「もはやごみゼロ先進都市ではない」と申し上げました。示されている「廃棄物総合計画案」では5年後の平成22年度におけるリサイクル率は28％、「基本計画後期改訂版」では市民一人当たり一日ごみ量を928ｇと示しています。
　横浜市は現在、中田市長を先頭に「G30キャンペーンを展開中」です。GはゴミのG。

30は30％減量。7つあった5つの工場で運用していくことを決めた。この１月。2ヶ所目が休止して、建て替え費用だけで1100億円が不要になった。その横浜市は平成22年の市民一人当たり849ｇの減量化に取組んでいます。豊橋は928ｇです。これが530発祥の地の目標数字でいいのでしょうか。
3-(2)-③

昨年、530運動30周年記念・環境市民530台集会が行われました。そのときの石井会長が「530運動がはじまり30年を迎えた現在の豊橋市の状況はどうでしょうか。わが豊橋は発祥の地として自負できる美しい都市になっているでしょうか」と話されたのが印象的でした。
9月16日には100周年記念行事として「530のまち　環境フェスタ」が開催される予定になっています。市長はこのことを宣言すべきです。市長の「530のまち　豊橋」復活宣言を伺いたい。
（3）埋立て処分場拡大と今後の埋立て行政のありかたについて
　今回、高塚町の皆様のご協力の下で20.7haに拡大され、５３万㎥　投入できることになりました。毎年2万㎥　、単純に27年は確保できたわけであります。
　しかし、これも工夫です。湖西市では埋め立て工法にトラッシュコンパクター工法で密度を高くしています。豊橋はブルドーザによる点圧方式でやってきました。こうした工法にも大きな技術革新が進んでいます。またシールド工法も研究する余地もあります。技科大との連携も含め、大いに研究し、安心・安全・長持ちする工法を研究していただきたいことを期待し、質問としては終わります。
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